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タイにおける税務調査は、解決までに数年の期間を要するなど長期化することが多く、
会社側もその対応に膨大な時間と労力を費やす必要が出てきます。税務調査の特徴を
理解し、タイ子会社の税務リスクを事前に把握することが重要になってきます。
マレーシアの税務は政府の経済・財政政策を色濃く反映しており、税体系および実務
運用において日本とは異なる点が少なくありません。本稿ではマレーシア税務における
3つの論点を取り上げ、赴任者が抑えておくべきポイントについて解説します。
ブラジルで各企業がビジネスを展開するうえで「ブラジルコスト」と総称されるリスクや
ハードルが立ち塞がります。主にブラジルへの新規駐在員向けの内容となりますが、主
な「ブラジルコスト」の構造およびブラジルコストに対応するための留意点について解説
します。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあらかじめお断
りいたします。

  タイ

タイは、税務調査が頻繁に行われ、かつ、タイ特有のルールがいくつか存在する国
である。税務調査の起因となる事項やタイ特有のルールを把握しておくことで、税
務リスクを事前に把握することが可能になる。

  マレーシア

移転価格に関する税務調査では、国内企業との比較、単年度での比較、中央値との
比較が要求されるなどの特徴がある。売上税・サービス税は課税が限定的であり、
日本の消費税とは異なる。法人税におけるキャピタル・アローワンスは、会計上の減
価償却費とは似て非なるものである。

  ブラジル

ブラジルコストには、税制・税務手続きの煩雑さ、手厚い労働保障（人件費）、税務・
労働訴訟、高水準の金利、インフレ、不安定な為替、ロジスティクス（物流費）、行政
手続きの煩雑さ、調達コスト、語学（ポルトガル語）、情報入手等が挙げられる。
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Ⅰ

税務調査 ＜タイ＞

1. 増加が見込まれる税務調査

新型コロナウイルス感染症による経済
的な打撃はタイの税収にも影響を与え、税
収確保のため、これまで以上に積極的な
税務調査が今後予想されます。そこで、本
稿では、タイにおける税務調査に関して気
を付けるべきポイントを解説します。

（1） 税務調査の種類
タイにおける税務調査の周期は決まっ

ておらず、毎年税務調査を受けている会
社もあれば、設立以来、一度も税務調査
を受けていない会社もあります。税務調
査が開始すると、終結までに数年の期間
を要することもあり、その対応に膨大な時
間と労力を費やす必要が出たり、会社とし
て到底受け入れがたい結論に達する場合
もあったりと、会社が不利益を被る場面
が多々発生します。
タイで税務調査の起因となるのは大き

く以下の3つに分けられます。
• 会社の事業概要調査目的の場合
• 各種税務申告内容に疑義がある、また

は疑義を特定している場合
• 税金還付を申請した場合

還付申請の場合を除き、税務調査の対
象会社は歳入局によって選定されます。最
近の傾向としては、赤字が継続している会
社や経費の変動が大きい会社が選定され
ることが多いため、利益や経費の適切な
管理を通じて税務調査対象に選定されな
いことが最善の税務リスク管理と言えま
す。加えて、税務調査の事前準備として、
赤字や低利益要因を詳細に分析した移転
価格文書の作成や税務申告書内の数値の
精緻化といった一歩進んだコンプライア
ンス対応が重要になります。移転価格文
書は専門性が高く、また、税務申告書に
ついては経理担当者が誤った税務処理を
過去から継続しているケースもあるため、
必要に応じて定期的に税務専門家のレ
ビューを入れることで適切な税務リスクの
事前の把握、対応策の検討が可能と言え
ます。

（2）  税務調査の手続きとその 
ターニングポイント

税務調査の手続きの流れは図表1のと
おりです。

手続きの流れのなかで �召喚状の発行�
は最も重要なターニングポイントと言えま
す。これは歳入局が本格的に調査を開始
することを意味し、他の税目まで調査範
囲が広がるだけでなく、時効がストップし
た状態で調査ができることになるため、召
喚状発行前と比較して交渉が難しくなる、
歳入局が認め得る金額的妥結点が高くな
る傾向になり、会社にとって不利益が多い
と言えます。
一方で、召喚状発行は歳入局内でも相

応の根拠説明が求められるため、税務調
査官としては可能な限り納税者側の自主
修正という形で調査を終えたいという意
向もあります。したがって、調査の争点や
税務調査官の本気度合いを考慮しなが
ら、指摘内容を受け入れるかどうかを判
断することが重要になります。

2. タイ特有ルールへの対応

（1） 法人税中間納付
安定的な税収確保を目的として、タイに

おいても中間申告制度が設けられており、
年間見積所得の半分に対する法人税を予
定納付する必要があります。この中間申
告制度に関して、「合理的な理由がなく、
年間見積所得が年間実際所得の25％を下
回った場合、中間納付時の不足額に対し
て20％のペナルティが科される」といった
タイ特有のルールがあります。
本ペナルティを避ける方策として、中間

申告時の予定納付を想定より多めに支払
うといった対応が考えられますが、それに
より中間申告時の納付額が実際の年間納
付額を超えてしまった場合、過大納付分
の還付手続きをとることになり、税務調査
が避けられないといった問題点を抱えて
います。
したがって、中間納付額の計算におい

ては、過少納付の場合のペナルティと過
大納付の場合の税務調査という2つのリス
クを勘案して、業績予測を行う必要があり
ます。出所：KPMGコンサルティング作成
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図表1 移転価格調査 ～税務調査の流れ～
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指摘

租税裁判所
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追加納付

見極めが重要

更正通知書
 （Assessment 
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追加納付 
*ペナルティの減額なし
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（2） 二次調整（移転価格）
タイにおいて最も問題になることが多

い税目の1つに移転価格（法人税）があり
ますが、移転価格課税を受けた場合に
知っておくべき論点として �二次調整�とい
うタイ特有のルールがあります。
二次調整とは、歳入局より取引価格の

増額更正を受けた場合に、その調整額に
相当する利益送金があったものとみなさ
れ、みなし配当等として源泉税が課される
制度を言います。
一般的な二次調整の考え方は、移転価

格調整を受け、この調整額に相当する部
分に対する �送金が行われない場合�に、
資産が他方の関連者にとどまり、独立企
業間価格で取引が行われたときと同一の
状態にはならないこととなるため、みなし
配当等として課税を受けることになるとい
うものです。しかしタイの場合、独立企業
間価格で取引が行われなかった時点で資
産流出が発生したとみなされるため、移
転価格調整に相当する額の送金をしても、
当該二次調整を回避できません。むしろ
送金をすることで、当該送金額（収入）に
対してさらに法人税が課されるといった問
題が発生します。
現状、二次調整を回避する手段はなく、

移転価格課税を受けた場合、加算税や延
滞税を含めて多額の追加コストが発生す
るリスクがあります。前述の通り、税務調
査はすべての法人が必ず受けるものでは
ないため、移転価格を適切に管理するこ
とで、タイにおける移転価格リスクを低減
させることが重要になってきます。

Ⅱ

マレーシア特有の税務論点 
＜マレーシア＞

1. 移転価格にかかる税務調査

他のA S E A N諸国に比べ、マレーシ
ア内国歳入庁（ IRB）はPublic Ruling、
Guideline、Practice Noteを多数公表してお

り、損金性など税務処理そのものが税務
調査で争点となることは多くありません。
しかし、移転価格税制は取引価額が妥

当であるか否かという判断の問題であり、
この判断基準が納税者と税務当局で異な
るため、近年の税務調査では多くの争い
が生じています。
マレーシアの移転価格ガイドラインは

おおむねOECDガイドラインに沿ったもの
ですが、実務上、次のような特徴があるの
で、注意が必要です。

・ 比較対象はマレーシア企業に限定
 比較対象はIRBが検証可能な財務デー
タであることが優先されています。その
ため、マレーシア企業委員会に登録され
ているマレーシア企業の財務諸表を用
いることが実務上要求されます。

・ 単年度での検証
 ガイドラインには複数年の検討に関す
る記述があるものの、実務的には単年
度ごとの比較が要求されます。そのた
め、複数年度を対象とした税務調査で
は利益率が低い年度だけが着目され、
その年度についてのみ追徴課税を受け
ることがあります。

・ 中央値との比較
 他国と同様にマレーシアのガイドライン
においても、移転価格の算定は厳密な
計算ではなく、最適な検証方法によって

範囲を導くものと記述しています。しか
し、税務調査における実務運用は異な
り、四分位幅に収まったとしても、中央
値を下回っている場合はピンポイントで
中央値に基づいて追徴課税されること
も少なくありません。

なお、移転価格調査によるペナルティに
ついて、従前は追加の支払税額が生じる
場合においてのみ、ペナルティが科されて
いました。しかし2021年の法改正により、
追加の支払税額が生じるか否かにかかわ
らず、移転価格調査により修正された課
税所得に対して最大5%のサーチャージが
科せられることとなりました。そのため、
多額の繰越欠損金等により追加の支払税
額が生じない場合であってもサーチャージ
が科せられ、キャッシュアウトが生じるこ
ととなります。

2. GSTと売上税・サービス税

マレーシアは 2015年にそれまでの売上
税・サービス税（以下、「SST」という）を廃
止し、日本の消費税に相当するGSTを導入 

しました。しかし2018年の政権交代に伴 

いGSTは僅か3年で廃止され、SSTが再び
導入されています。GSTとSSTの比較は図
表2のとおりであり、SSTの主な特徴は次
の通りです。

図表2 GSTとSSTの比較

GST
SST

売上税 サービス税

課税の範囲

国内での物品販売・
サービスの提供、 
および物品 

サービスの輸入

国内で製造される 
課税物品および輸入 
される課税物品

特定の 
課税サービス

税率 6% 5% or 10% 6%

課税システム 多段階 一段階

中間業者の 
処理 仕入税額控除 ビジネスコスト

出所：KPMG作成
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・ SSTの課税対象は限定的
 GSTでは基本的にあらゆる物品・サービ
スの取引が課税対象でしたが、SSTで
は法令で特定される物品・サービスの
みが課税対象となります。そのため、扱
う物品・サービスが課税対象であるか
否かの見極めが重要となる点で異なり 

ます。
・ SSTは一段階課税
 GSTは取引の過程で随時課税される多
段階課税ですが、仕入税額控除により
税の最終的な負担者は国内の最終消費
者となるものでした。一方、SSTは製品
の工場出荷や商品の輸入時点、もしくは
サービスの費消時点の一段階で課税さ
れます。そのため、消費者に価格転嫁で
きなければ、企業のコストとなる点で大
きく異なります。

なお、以上 2つの特徴から、税収の観
点においてはGSTの方がSSTより有利とな
ります。そのため、現在GSTの再導入に向
けての議論が政府内で活発に行われてい 

ます。

3. キャピタル・アローワンス

マレーシアでは資本取引を法人税の課
税の対象としておらず、固定資産の売却損
益はもちろん、会計上の減価償却費も税
務上の損金には算入されません。しかし、
企業の投資活動を促進するための政策的
措置として、キャピタル・アローワンスが導
入されています。キャピタル・アローワンス
の計算は会計上の減価償却費の計算と類
似しているため、同様のもとの見られがち
ですが、制度の背景が異なることを理解す
る必要があります。キャピタル・アローワ
ンスの特徴を挙げます。

・ 対象となる資産は限定的
 たとえば、建物・構築物であれば「産業
用」の用途で使用されることが条件とさ
れており、事務所や店舗等は原則対象

となりません。
・ 短い償却期間
 投資活動を促進するという目的から、
資産の経済的耐用年数に比べ、キャピタ
ル・アローワンスの償却期間は短く設定
されています。なお、各年度のキャピタ
ル・アローワンスが発生年度に控除しき
れない場合は、翌年度以降に永久に繰
り越すことが可能です。

・  売却・除却時の差額償却・差額賦課
がある

 資産所有の終了あるいは資産が事業の
用に供されなくなった時点で、政策的措
置としてのキャピタル・アローワンスの
有効性は失われます。そのため、対象資
産を売却あるいは除却した場合は、そ
の対価に基づき、キャピタル・アローワ
ンスの追加（差額償却）ないし戻入（差 

額賦課）が行われます。

以上のように、マレーシア税務には日本
と異なる制度・運用があるため、ビジネス
を遂行するうえで、マレーシア特有の論点
を理解しておくことが大切です。

Ⅲ

「ブラジルコスト」の構造および
ブラジルコストへの対応 
＜ブラジル＞

1. ブラジルコストの構造

ブラジルには「ブラジルコスト」と総称
されるビジネス発展を立ち塞ぐさまざまな
リスクやハードルが存在します。代表的な
ものを解説します。

（1） 税務
ブラジルの税金は、連邦税、州税、市税

に区分されますが、税金の種類が多く、細
則を含めると頻繁に税制改正が行われる
のが現状です。以下が典型的なブラジル
における税務論点となります。
・ ブラジルではOECDガイドラインから乖

離する独自の移転価格制度を採用して
おり、国際競争力が阻害される要因と
なっている。

・ PIS/COFINS（連邦税：売上に対する社
会負担金）のほか、各州で税率の異なる
ICMS（州税：商品流通サービス税）等、
複数の間接税が存在している。特に 

州間取引により累積したICMSの税務 

クレジットの解消に悩まれている企業は
多い。

・ ブラジルでは税務訴訟も多く、行政手
続および司法手続の完了まで相当の年
数を要する。

（2） 労務
ブラジルでは、2017年に統一労働法 

が74年振りに改正されたものの（法律
13.467号／2017）、企業にとって引き続き
負担の大きい労務コストの一部を紹介し
ます。
・ 雇用主は従業員に対して、基本給のほ
か、FGTS（勤続年数補償基金）、INSS

（国立社会保障院）への負担金、13ヵ月 

特別給与、休暇手当（月次基本給の1/3） 
付与等が義務付けられている。そのた
め、企業の労務費負担割合は他国と比
較して多い傾向にある。

・ 一度契約した給与額を下げることは法
律上認められていない。

・ 職務内容が同一の従業員の間で給与面
において差をつけることについて、法律
上の制限が存在する。

・ ブラジルでは労働訴訟も多く、新規訴
訟は2021年度のデータでは年間150万
件を超過している。

（3） その他
・ ブラジルではSelic金利が13.75％ （2022 

年 11月11日時点の 2022年年末予測、 
ブラジル中央銀行発行レポート「Focus」
調べ1）、インフレ率（拡張国内消費者物 

価指数、IPCA）が5.8 2％ （ 2022年11月 

11日時点、「Focus」 調べ 1）と高水準で 

ある。
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・ 為替相場も安定しないのが特徴であり、
米ドル等で輸出入取引をしている企業
を悩ませる問題である。

・ 行政手続きが遅延する傾向にある。た
とえば、駐在のセットアップだけでも時
間を要する（運転免許証取得に1年超を
要するケースがある）。

・ 通関での税関ストライキ、トラック業者
によるストライキ、貨物差し止め等、ロ
ジスティクスをめぐる混乱が発生するこ
とも稀ではない。

2. ブラジルコストへの対応

ブラジルは税制が複雑であり、1社あた
りの税務コンプライアンスに要する時間
が他国と比較して非常に多い国です。日本
が129時間、アメリカが175時間であるのに
対してブラジルは1,501時間が年間でかか
ります（2019年、世界銀行調べ 2）。ブラジ
ルコストを管理するためには、税務以外に
も留意が必要となります。以下では「取引
価格や取引フローの見直し」および「駐在
員の留意点」を解説します。

（1） 取引価格や取引フローの見直し
従来存在するブラジルコストに加え、昨

今の原材料価格高騰、物流費高騰および
為替変動等により、売上が伸びても、利
益に悩む企業が存在するのが実情です。
主に関係会社間で輸出入取引している

企業にとって、取引価格の見直し検討は重
要でしょう。また、取引フローが税務コス
トのほか、物流および保管コスト等の観
点において、最適解となっているかの定期
的なレビューも必要と考えられます。
日本を含めた各国との遠い地理関係や

広大な面積を有するブラジル国内の物流
費を含め、以前よりコスト管理の重要性が
増しています。

（2） 駐在員の留意点
前述のさまざまなリスクやハードルに対

処するためには、適時情報収集を行い、オ

ペレーションの状況を定期的にレビュー
し、経営判断していくことが欠かせま 

せん。
税制含む各情報が基本的にポルトガル

語であるブラジルでは、駐在員による情報
収集は英語圏より難航する傾向にありま
す。限られた駐在期間のなかで、スムーズ
なビジネス運営を継続していくには、信頼
できる社内のローカルメンバーとの協調は
必須です。また、連邦、州および市レベル
の制度の違いや数々の法改正等、社内で
入手できる情報には限りがあるため、外部
専門家の活用を検討することも大切です。

3. まとめ

ブラジルコストを抱えていながらも、テ
クノロジーの発展に伴い2 0 21年はブラジ
ルで過去10年で最高のM＆A件数（KPMG 

ブラジル調べ3）になっており、引き続き市
場の魅力が高いことが示されています。
また、水力を中心とした再生エネルギー

による電力構成が 8 4.8%（ 2020年、自然 

エネルギー財団ホームページ調べ 4）と、 
世界有数の再生エネルギー先進国であり、
昨今のESG動向の観点でも注目されてい
る市場となります。

2022年に入り、ブラジル政府のIOF金融
取引税の段階的引き下げの決定、OECDガ
イドラインに沿った移転価格制度導入の
議論の再開等、グローバルスタンダードに
近づいている傾向が見えます。

2023年からルーラ新政権が発足します。
各ブラジルコストの改善を期待するととも
に、環境変化に伴う各企業によるオペレー
ションの定期的なレビューが引き続き期
待されるところです。

1 ブラジル中央銀行「Focus」
  https://www.bcb.gov.br/publicacoes/

focus/11112022

2  THE WORLD BANK「Time to prepare 
and pay taxes (hours)」

  Time to prepare and pay taxes (hours) | 
Data (worldbank.org)

3  KPMG Brazil「Fusôes e Aquisições - 
2021 - 4º trimestre」

  Fusôes e Aquisições - 2021 - 4º 
trimestre (assets.kpmg)

4  自然エネルギー財団「国別の電力-電源
構成」

  https://www.epe.gov.br/sites-
en/publicacoes-dados-abertos/
publicacoes/PublicacoesArquivos/
publicacao-231/BEN_
S%C3%ADntese_2020_EN.pdf
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